
富士興産

当社株式にかかる公開買付けに関する

株主の皆様からのお問合せへのご回答
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当社は、2021年5月28日付け「アスリード・ストラテジック・バリュー・フ

ァンド及びアスリード・グロース・インパクト・ファンドによる当社株式に対す

る公開買付けに関する意見表明（反対）及び株主意思確認を当

社第91回定時株主総会で行うことのお知らせ」に公表しましたとおり、

同公開買付けに対し反対の意見を表明しました。

これを踏まえ株主様から、ご質問を頂きましたので、その一部についての

回答をご紹介します。
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Q1.変更報告書の不提出罪・虚偽記載罪を基礎づけるアスリード・キャピタルからの

重要提案行為があったことを証明する証拠はあるのか

 2020年11月26日にアスリード・キャピタルから「非公開化の提案」と記した文書
が当社に交付されました。同文書の一部が 別紙1 です。そこには「非公開化の提
案」と数か所に記されています。

 アスリード・キャピタルは、2020年11月26日以降、次の変更報告書を提出してい
ますが、いずれも保有目的欄に「純投資」と記しています。公開買付を開始した後
の2021年5月10日にはじめて、保有目的に重要提案行為等を追加した変更
報告書No.9（S100L9VT）を提出しました。 別紙2
① 2020年12月18日提出 変更報告書No.5（S100KEII）
② 2021年 1月 4日提出 変更報告書No.6（S100KGZT）
③ 2021年 1月29日提出 変更報告書No.7（S100KKOV）
④ 2021年 2月 4日提出 変更報告書No.8（S100KMPQ）
⑤ 2021年 5月10日提出 変更報告書No.9（S100L9VT）

（次項に続く）
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Q1.変更報告書の不提出罪・虚偽記載罪を基礎づけるアスリード・キャピタルからの

重要提案行為があったことを証明する証拠はあるのか

 別紙3 が証券取引等監視委員会に提出した調査申入書です。

 非公開化＝上場廃止を 取締役に対して提案する行為は 金融商品取引法の

「重要提案行為等」とされています（金融商品取引法施行令14条の8の2第1

項11号）

 大量保有報告書に記載すべき重要な事項の変更があった場合は、その日から5

日以内に変更報告書を提出しなければならない（金融商品取引法27条の25

第1項）

金融商品取引法27条の25第1項の変更報告書を提出しない者、同変更報告書の重要な事項につき虚偽の記載のあ
るものを提出した者は、5年以下の懲役もしくは500万円以下の罰金に処し、またはこれを併科する（金融商品取引法
197条の2第5号6号）

なおこの点についてのアスリード・キャピタルからの回答は以下のとおりです。

本公開買付けの実施の決定は2021年4月27日であり「重要提案行為」について決定したタイミングも同日になります。
そのためアスリード・キャピタルは同日を報告義務発生日として同年5月10日に変更報告書を提出しており、変更報告

書の提出手続に何ら問題ないと考えております。

（前項からの続き）
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Q2.買収防衛策の有効期間は2021年9月末日までとするが、一定の場合は、有効

期間を9月末日から延⾧する、という点について、どのような場合に延⾧するのか、

延⾧する場合の手続きを説明してほしい。

 アスリード・キャピタルによる本公開買付けが撤回された後においても、2021年9月

末日時点で、アスリード・キャピタルが再度の公開買付けを行っている場合など本

公開買付けが行われている状況下と変わらない場合は、延⾧することがあります。

 上記の状況下においても、延⾧の是非については、事前に独立委員会に諮問し、

同委員会の勧告を最大限尊重して決定します。
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Q3.新中期経営計画キャッシュアローケーションで、成⾧投資＋株主還元＝46億円

と記されているが、なぜ成⾧投資と株主還元を各々で分けて金額を記してないの

か。

 成⾧投資に30億円、自己株式取得＋配当に16億円を想定しています。ただ当

社の成⾧のために必要な投資として実際に30億円まで必要としなかった場合には

、その分は内部留保せず、株主の皆様に還元する、という趣旨です。

源 泉

手元資金
借入金

など

営業
キャッシュフロー

42億円

成⾧投資
＋

株主還元
‖

46億円

使 途

事業基盤維持投資
11億円

５７億円

（成⾧投資）
　　－ LPG供給先新規獲得
　　－ レンタル建機増車
　　－ 既存事業周辺領域の拡充
　　－ 次世代エネルギーへの対応
　　－ M&A・出資・他社との協業財源等

※
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Q4.過去株価が低迷していた原因、それに対し今後どのように対処していくのか、考え

を聞かせてほしい。

 過去は安定収益、安定配当・内部留保に、軸足を置いた経営をしていました。し

かし今、石油から次世代液体エネルギーへとカーボンニュートラルに向けて社会全

体が動きつつあります。この環境の激変を、当社は成⾧へのチャンスと捉え、積極

果敢に取り組んでいきます。将来に向けた成⾧が感じられる、成⾧を実現していけ

る会社になることが大切だと思っております。

 そのためには、足元の新中期経営計画を必ず達成することが、市場からの信頼を

築く第一歩であると考えております。

 これまでIR活動、SR活動が不十分であったと反省しております。現在、この重要

性を社内で共有し、経営目標・経営環境・中⾧期ビジョン等について、少しずつで

はありますがご理解頂けるよう努力を始めたところです。今後もこれらの活動をしっ

かり行い、当社をよくご理解して頂くことが、結果として株価へも好影響をもたらすと

思っております。
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Q5.2022年度利益予想と2023年度利益予想との差の３億円はどこから生まれる

のか。

 主たる要因としては、ホームエネルギー事業の収益拡大によるものです。

 同事業において、新規供給先獲得を加速させるため、これに伴う投資の初期経
費が2021～2022年度の間増加するため、利益が抑制されます。

 一方、2023年度は、新規供給先拡大による利益増加からホームエネルギ事業
で2022年度比約270％増、セグメント利益全体で同約50％増を計画しており
ます。
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別紙１
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別紙１
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別紙１
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別紙１
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① 2020年12月18日提出 変更報告書No.5（S100KEII）
別紙２
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② 2021年1月4日提出 変更報告書No.6（S100KGZT）
別紙２
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③ 2021年1月29日提出 変更報告書No.7（S100KKOV）
別紙２
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④ 2021年2月4日提出 変更報告書No.8（S100KMPQ）
別紙２
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⑤ 2021年5月10日提出 変更報告書No.9（S100L9VT）
別紙２
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別紙３

抜 粋


